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地震調査委員会の活動状況 

 
平成２６年８月２５日 

地震調査研究推進本部 

地 震 調 査 委 員 会 

 

平成 25 年８月 23 日の第 45 回政策委員会以降、これまでの地震調査委員会の活動

状況は以下の通りである。 

 

１．地震活動の現状評価の実施 

 

地震調査委員会は、月例の委員会を開催し、全国の地震活動の現状について関

係機関の観測データを分析し、これに基づき総合的な評価（現状評価）をとりま

とめ、即日公表している。また、被害地震等の発生の際には臨時の委員会を開催

し、地震活動の今後の推移等を含めた総合的な評価を即日公表している。 

また、東北地方太平洋沖地震から３年という節目にあたる平成26年３月には、

東北地方太平洋沖地震以降の地震活動について評価をとりまとめた。 

このほか、地震活動の評価や地震調査研究の基礎をなす、高感度地震観測デー

タの一元化処理を円滑に進めるため「高感度地震観測データの処理方法の改善に

関する小委員会」（平成25年６月設置）において、地震活動評価等に求められる

品質、処理・解析方法の改善・高度化等について検討を行い、平成26年２月にそ

の報告をとりまとめた。 

 

２．地震発生可能性の長期的な観点からの評価の実施 

 

地震調査委員会長期評価部会（部会長：佐竹健治：東京大学地震研究所教授）は、

その下に設置した活断層分科会（主査：今泉俊文・東北大学大学院理学研究科教授）、

海溝型分科会（第二期）（主査：佐竹健治：東京大学地震研究所教授）とともに、

活断層で起きる地震や海溝型地震が発生する可能性に関する長期的な観点からの

評価（長期評価）を進めている。また評価手法の高度化や公表方法の改良のための

課題解決に向けた検討等も行っている。 

活断層で起きる地震については、平成 22 年 11 月に新たな評価手法としてとりま

とめた「活断層の長期評価手法（暫定版）」に基づき、陸域及び沿岸海域に分布す

る、Ｍ6.8 以上の地震を引き起こす可能性のある活断層について総合的に評価する

地域評価を進めており、現在関東地域を対象として検討を行っている。 このほか、

平成 19 年度に実施された補完調査の結果等に基づき、「森本・富樫断層帯の長期

評価の一部改訂」を平成 25 年 11 月に公表した。 

海溝型地震については、東京とその周辺に大きな被害が懸念されている相模トラ

フ沿いの地震活動の長期評価について、これまでに得られた調査観測・研究の成果

を取り入れて改訂し、相模トラフ沿いの地震活動の長期評価（第二版）として平成

26 年４月 25 日に公表した。 

現在は、日本海溝・千島海溝を対象に、東北地方太平洋沖地震のような低頻度で

発生する超巨大地震を含む海溝型地震の評価に向けた検討を行っている。 
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３．活断層で発生する地震、海溝型地震を対象とした強震動評価の実施 
 

地震調査委員会強震動評価部会（部会長：纐纈一起・東京大学地震研究所教授）

は、その下に設置した強震動予測手法検討分科会（主査：纐纈一起・東京大学地震

研究所教授）、地下構造モデル検討分科会（主査：山中浩明・東京工業大学大学院

総合理工学研究科教授）とともに、特定の活断層で発生する地震または海溝型地震

による強震動（強い揺れ）を予測する手法の検討や同手法を用いた強震動予測（評

価）、強震動計算に用いる主要活断層帯で発生する地震や海溝型地震の震源断層モ

デルと地下構造モデルの構築に取り組んでいる。 

現在検討を進めている応答スペクトルの予測地図については、10 年に一回行わ

れる建築学会の荷重指針に活かされるよう建築学会関係者と連絡を取りつつ、検討

を行っている。 

また、東北地方太平洋沖地震で得られた知見を基に、南海トラフ地震及び相模ト

ラフ地震の長周期地震動ハザード評価を行っている。 

強震動評価部会では、今後の活動方針として、新総合基本施策の目標に対応する

次の三本の柱を掲げ、克服すべき課題を抽出・重点化しながら検討を進めていく予

定である。 

・海溝型地震の強震動予測レシピ確立と広帯域地震動の予測 

・活断層評価手法と強震動予測手法の高度化 

・応答スペクトルの地図の作成 

 

４．長期評価、強震動予測等を統合した地震動予測地図の作成 

 

地震調査委員会では、これまで平成 21 年に「全国地震動予測地図」、翌平成 22

年５月には「全国地震動予測地図 2010 年版」を公表したが、東北地方太平洋沖地

震の発生を受け 2011 年版の公表は見送った。その後、東北地方太平洋沖地震を契

機として挙げられた全国地震動予測地図についての複数の課題について検討を行

い、平成 24 年 12 月に「今後の地震動ハザード評価に関する検討～2011・2012 年

における検討～」を、平成 25 年 12 月には「今後の地震動ハザード評価に関する検

討～2011・2013 年における検討～」を中間報告として公表した。 

現在は、これらの検討結果を反映した地震動予測地図の作成に取り組んでいる。 

 

５．津波評価の実施 

 

地震調査委員会津波評価部会（部会長：今村文彦・東北大学災害科学国際研究所

教授）では、地方公共団体等による避難計画や施設整備等の津波防災対策の検討に

資するため、津波の予測や評価のための標準的な手法（レシピ） や、その標準的

な手法に基づく津波評価を中心に検討を進めている。 

今後は、日本海溝の地震に伴う津波を例として、断層モデルの設定から沿岸域ま

での津波の予測や評価のための手法を引き続き検討して津波評価手法のレシピと

して取りまとめるとともに、その手法に基づき日本海溝の地震に伴う津波の評価を

行う予定である。  
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表１ 最近の地震調査委員会の開催状況 

 

開 催 年 月 日 通算回数 公 表 件 名 

平成２５年 ９月１０日 ２５５回 ２０１３年 ８月の地震活動の評価 

     １０月１０日 ２５６回 ２０１３年 ９月の地震活動の評価 

     １１月１２日 ２５７回 ２０１３年１０月の地震活動の評価 

     １２月１０日 ２５８回 ２０１３年１１月の地震活動の評価 

平成２６年 １月１５日 ２５９回 ２０１３年１２月の地震活動の評価 

      ２月１２日 ２６０回 ２０１４年 １月の地震活動の評価 

      ３月１１日 ２６１回 ２０１４年 ２月の地震活動の評価 

「平成２３年（２０１１年）東北地方太平洋沖

地震」以降の地震活動の評価 

      ４月 ９日 ２６２回 ２０１４年 ３月の地震活動の評価 

      ５月１３日 ２６３回 ２０１４年 ４月の地震活動の評価 

      ６月１０日 ２６４回 ２０１４年 ５月の地震活動の評価 

      ７月 ９日 ２６５回 ２０１４年 ６月の地震活動の評価 

      ８月１１日 ２６６回 ２０１４年 ７月の地震活動の評価 

 
表２ 最近の地震調査委員会関連の公表状況（現状評価以外） 

 

公 表 年 月 日 公 表 件 名 

平成２５年１１月２２日 森本・富樫断層帯の長期評価の一部改訂について 

平成２５年１２月１０日 増毛山地東縁断層帯・沼田－砂川付近の断層帯の新たな調査研

究に基づく審議の結果について（その２） 

平成２５年１２月２０日 「今後の地震動ハザード評価に関する検討～2013 年における

検討結果～」の公表について 

平成２６年 ２月１２日 高感度地震観測データの処理方法の改善に関する報告書 

平成２６年 ４月２５日 相模トラフ沿いの地震活動の長期評価（第二版）について 

 

 


